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概要：本稿では，アプリケーションソフトウェアを稼働させるための土台であるシステム基盤構築の工数
見積りモデルの継続的な改善と普及展開について述べる．アプリケーションソフトウェア開発の工数見積
りモデルについては多くの研究で有効性が報告されているが，企業の ITシステム開発実務で広く利用さ
れているとはいいにくい．システム基盤構築については工数見積りモデルの研究は少なく，利用事例も多
くない．本稿では，NTTデータにおけるシステム基盤構築工数見積りモデルの継続的な改善と利用範囲の
拡大について事例を報告する．規模を表すパラメータ 8種類，基盤構築の難易度や能力を表すパラメータ
12種類を，プロジェクトマネージャからアンケート調査でデータを収集した．重回帰分析で予測モデルを
作成し，社内，国内グループ会社へ普及展開を行った．2008年度 2つの部署のプロジェクト 10件のデー
タから作成した見積りモデルを文書化して当該部署に提供していた取り組みは，2012年度 20の部署から
収集したデータ 43件から作成した予測モデルをWebアプリケーションに組み込んで全国内グループ会社
へ提供するに至った．2008年度に 0.31であったモデルの相対誤差中央値は，2012年度に 0.34に多少悪化
した．一方，見積りモデル作成に利用したデータに基づき，2008年度はサーバ台数が 3～15台の小規模シ
ステムのみを適用可能プロジェクトとしていたが，2012年度にサーバ台数 3～70台の中大規模システムま
で適用可能範囲を拡大した．2008年度 5名であったモデルの年間利用者数は，2012年度には 479名まで
増加した．
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Abstract: This paper reports continuous improvement and deployment of a series of effort estimation models
for system platform development. Many studies have reported the effectiveness of effort estimation models;
however few of them have used in companies’ practical system development. This paper reports an example
of deployment of a series of estimation models in NTT DATA Corporation with continuous improvement.
In order to derive the model, we first collected 8 metrics for sizing and 12 metrics for measuring difficulty
and team capability by a questionnaire for 10 project managers. We then derived the statistical model by
regression analysis with the collected data. Although median of relative error of the model was 0.31 in 2008,
it had been a little degraded to 0.34 in 2012; on the other hand, its applicability had been largely expanded
from small-scale system development consisting of 3 to 15 servers, to medium- or large-scale system develop-
ment consisting of 3 to 70 servers. While we first only provided the documented model to 5 practitioners in 1
company section, now we had developed a web application with the estimation model. This web application
was used by 5 users only in 2008; but it had been grown up to 479 users in 2012.
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1. はじめに

ITシステムの開発に要する工数を見積もるため，多く

の研究が行われてきた [1], [3], [4], [7], [17], [31], [33], [39]．
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特に開発するシステムの規模や工数に影響を与える要因

をデータとして収集し，重回帰分析などで工数を算出す

る予測モデル（工数見積りモデル）は，過度の楽観視によ

る大幅な見積り誤りを防止できるなどの有効性が報告さ

れている [6], [14], [19], [20], [24], [38]．また，開発担当者

が経験のないツールやフレームワークを利用する場合な

ど，不確定性が大きい状況では，専門家が行うよりも見積

りの精度が高い（正確に見積もれる）ことが報告されてい

る [15], [28], [32], [34]．

一方，企業のシステム開発実務で工数見積りモデルが広く

利用されているとはいいにくい [2], [13], [23], [25], [26], [40]．

著者らが所属する NTTデータでも，FP法 [1]を始めとす

る工数見積りの支援専門部隊が全社研究開発部門に存在し

ていたものの，収集したデータの基本統計量をまとめた報

告書を年次発行するにとどまっていた．大幅な見積り誤り

による赤字プロジェクト発生のたびに工数見積りの重要性

は議論されるものの，本稿の取り組み以前に工数見積りモ

デルの実務利用を全社的に進めた事例はなかった．

大幅な見積り誤りを防止するため，NTTデータでは 2008

年度よりシステム基盤構築の工数見積りモデルについて継

続的な改善とプロジェクトへの普及展開を進めている [16]．

システム基盤構築（または単に基盤構築）は，ハードウェ

ア，OS，ミドルウェア，ネットワークを組み合わせてアプ

リケーションソフトウェアを稼働させるための土台を作る

作業であり，ITシステム開発に要する工数の大きな部分を

占める作業である．図 1 に NTTデータにおけるプロセス

定義と，そのなかでの基盤構築の位置付けを記す．

本稿では，図中破線部の作業を基盤構築と呼び，それら

の作業に要する工数の見積りモデルについて述べる．NTT

データでは，開発工程にあたる概念をプロセス，各プロセ

スで実施する作業をタスクと呼んで手順を定義している．

本稿の見積りモデルでは，図中破線部に含まれる基盤の詳

細設計，基盤制御機能開発，環境構築，運用ツール開発，

基盤のテスト，システムテスト（基盤部分）として定義さ

れたタスクの工数を見積もる．図 1 に示すように，これら

のタスクは要件定義の後，アプリケーション開発，既存シ

ステムからの移行準備，運用手順書や体制整備，システム

図 1 NTT データのプロセス定義におけるシステム基盤構築

Fig. 1 Definition of system platform configuration in NTT data

corporation’s development processes.

のオペレータの研修などのサービス提供準備と並行して実

施することが一般的である．

NTTデータでは多くの場合，これらのタスクは基盤グ

ループや方式担当などと呼ばれる基盤構築専任要員のチー

ムが実施する．特に大規模システム開発においては，業務

グループ，または AP担当などと呼ばれるアプリケーショ

ン開発要員のチームと区別されて編成されることが多い．

本稿の取り組みで報告する見積りモデルは，基盤グループ

が作業ごとの工数を積み上げて見積もった工数と比較する

ことで，その妥当性を検証し，大幅な見積り誤りを防止す

ることを目的としている．

本稿では，工数見積りモデルを企業のシステム開発実務

で利用している事例として，NTTデータにおける基盤工

数見積りモデルの継続的改善と普及展開について述べる．

取り組みの内容と実務者からのフィードバックについて報

告することで，見積りモデルの実用化を検討している企業

の実務者，PMOなど支援組織の担当者，企業と共同研究

を行う学術機関の研究者に，取り組みの進め方や期待され

る成果などの参考情報を提供する．

また本稿では，作成した見積りモデルの精度についても

検証する．基盤構築工数見積りの事例 [21], [22], [29], [37]

はいくつか報告されているものの，見積り精度が十分検証

された事例は少ない．本稿では，モデル作成データやモデ

ルパラメータの変化に応じた見積り精度の期待値の変化を，

モデル作成データを統計分析することで検証する．また，

見積り精度の期待値を従来研究 [26]と比較し，見積りモデ

ルが実用に耐える精度を達成できたかどうかも検証する．

以降，2章で関連研究として，企業における工数見積りモ

デルの実用事例，基盤工数見積りの研究を紹介する．3章

で NTTデータにおける取り組みを紹介する．4章で実プ

ロジェクトのデータを利用して見積りモデルの精度の期待

値を分析し，年度ごとの取り組みに応じた精度変化を検証

する．5章で既存研究との精度比較で実用性を考察し，見

積り誤りが大きかったプロジェクトとその原因も考察す

る．さらに，利用者からのフィードバックについて考察し，

6章で結論と今後の課題を述べる．

2. 関連研究

2.1 企業における工数見積りモデルの実用事例

Moløkkenら [26]は過去のサーベイ [2], [13], [23], [25], [40]

に基づき，企業における工数見積りモデルの利用を調査し

た．調査対象の国や対象者の役割，調査方法が異なるため

結果を容易に一般化するのは難しいものの，いずれの調

査でも最も多く利用されたのは専門家による判断（expert

judgment）であり，工数見積りモデルを利用したという回

答は多くなかった（全調査対象の 13～26%であった）．こ

の調査によると，多くの企業で見積りモデルが実用化され

ているとはいいにくいと考えられる．
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表 1 日本のシステム開発企業における工数見積りモデルの利用事例

Table 1 Practices of effort estimation model in Japanese system development companies.

独立行政法人情報処理推進機構が日本のシステム開発企

業における工数見積りモデルの利用事例について紹介して

いる [9], [10], [11]．文献 [9]では新規開発における見積り

モデルの利用として表 1 の事例を紹介している．また，文

献 [10]では機能追加や維持保守開発，文献 [11]ではテス

ト工程における見積りモデルの利用を紹介している．日本

IBMやジャステックなど，ごく一部の企業では実務利用が

進んでいる一方，多くの企業で広く長期にわたって利用が

進んでいるとはいいにくい．

表 1 の最下行に本稿で報告する NTTデータにおける事

例を併記する．文献 [9]の事例と比較すると，基盤構築工

数の見積りモデルを実務利用している点が他と大きく異な

る（文献 [10], [11]でも当該事例の紹介はない）．また，本

稿の事例では，文献 [9], [10], [11]では述べられていない見

積りモデルの有効性についても検証する．本稿の事例は稀

少であり，参考情報としての価値は高いと考えられる．

2.2 システム基盤工数見積りの研究

Valerdi [37] は，システム開発全体の工数見積りモデ

ル COSYSMO（Constructive Systems Engineering Cost

Model）を提案した．COSYSMOが見積もる工数には，基

盤の設計やシステムテストの作業も含まれるが，基盤構築

の大部分を占める基盤制御機能開発，環境構築といったタ

スクは含まれない．また，COSYSMOの見積り対象は，シ

ステムの要件定義，マニュアル作成，移行作業など，基盤

グループに割り当てられない可能性が高いタスクも含む．

本稿では，基盤構築に要する作業の工数を必要十分に見積

もるモデルの利用事例を報告する．

社団法人日本情報システム・ユーザ協会が日本の複数の

企業から収集したシステム開発データを分析し，開発の総

工数，総費用，全体工期を互いに見積もるモデルを報告し

ている [36]．報告されている分析や見積りモデルは，シス

テム開発全体の工数，費用，工期であり，基盤構築のみが

対象ではない．本稿では，基盤構築に要する作業の工数を

必要十分に見積もるモデルの利用事例を報告する．

金子ら [21], [22]は，大規模 ITインフラ構築工数の見積り

モデルを提案した．Logical Partitioning，High Availabil-

ity Cluster Multiprocessing，IBM WebSphere Application

Server，IBM Universal Databaseといった基盤構成要素数

を規模と考えて工数を見積もる．本稿の見積りモデルは，

これらの基盤構成要素数と同様の概念である論理サーバ台

数に加え，システムに求められる非機能要求の高さを表す

非機能要求グレード [12]と開発期間も変数として工数を見

積もる．それらのパラメータを考慮することで，見積り精

度の改善が期待できる．

小澤 [29] は，サーバの種類と処理パターンから基盤構

築工数を工程ごとに見積もるモデルを提案した．典型的な

サーバの種類と処理パターンについて実績データを分析し，

難易度係数を決定する．構築する基盤のサーバの種類と処

理パターンに対応する難易度係数から規模変数を算出し，

3種類の線形モデルに代入して，基盤設計・構築・テスト

の工数を各々見積もる．本稿の見積りモデルも，小澤の方

法と同様に，実績データを分析して係数を決定する．加え

て本稿では，係数決定に利用した実績データを分析し，小

澤の研究では報告されていない見積りモデルの精度や実用

性についても検証する．
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3. NTTデータにおける取り組み

図 2 に取り組みの手順を示す．2008年度，基盤構築の

大幅な見積り誤りの発生を契機として研究部門が取り組み

を開始した．2008年度に見積りモデルを作成し，文書化し

てデータ収集の協力者に配布した．2009年度以降はモデ

ルを改善し，Webアプリケーションに組み込んでサービス

を提供した．図中の各手順では次を実施した．

(1) 対象プロジェクトの絞り込み

実用に耐える精度を得るために見積りモデルの対象とす

るプロジェクトを絞り込んだ．システム開発担当部署や基

盤構築支援部署において基盤構築要員もしくはその管理者

として勤め見積りの経験があり，見積り手法と結果の妥当

性を客観的に評価できる能力を有する基盤構築の有識者

と議論し，見積りモデルの想定利用範囲として下記のプロ

ジェクトを対象とした．

•システム基盤を新規構築または完全更改
既存の基盤を拡張する場合より工数が多く必要であり，

不確実性が高い．大幅な見積り誤りの可能性が高く，見

積りモデルのニーズが大きいと思われる，基盤を新規構

築または完全更改するプロジェクトを対象とした．

•システム基盤のアーキテクチャがWeb 3層構成

2008年度時点で主流であったオープンシステムによる

Web 3 層構成のアーキテクチャを対象とした．メイン

フレーム構成の基盤を新規構築することは稀であり，

Hadoopなどを利用する大規模クラスタ基盤，同様の基

盤構成を仮想化して大量複製するクラウド基盤も，当時

は稀であったため対象外とした．

•システム基盤を既存ミドルウェアの組み合わせで構築
性能要件が非常に厳しい場合など，ミドルウェアを開発・

拡張する場合は対象外とした．基盤構築作業の一環とし

て基盤制御のためのソフトウェアを開発・改良する場合，

その工数は本モデルとは別に計算する必要がある．

(2) データ項目の選定とデータ収集

基盤構築に携わる有識者 7名と議論し，基盤構築に影響

を与えるパラメータを洗い出した．洗い出したパラメータ

図 2 見積りモデル作成と普及改善の手順

Fig. 2 Procedure for deriving and improving estimation model.

を基盤の規模を表すもの，構築の難易度を表すもの，開発

能力を表すものに分類し，影響の大きさを各有識者にアン

ケート調査した．影響が大きいと回答された表 2 の 20パ

ラメータを，収集するデータ項目として選定した．選定し

た項目について，2つの部署のプロジェクト 10件からアン

ケート調査でデータを収集した．

(3) パラメータ決定，モデル作成

収集したデータを分析してパラメータを決定し，モデル

を作成した．収集したデータはプロジェクト 10件であっ

たため，式 (1)に示すパラメータ 2つの重回帰モデルを作

成した．Cohenの効果量 [5]などに基づくと単回帰モデル

を作成することが妥当である可能性もあったが，有識者と

の議論で基盤構築の難易度や構築能力も含めたいという要

望が強く，統計的妥当性の低下を許容して規模以外に 1つ

の補正パラメータを含めた．

工数 = α ×規模パラメータβ ×補正パラメータ (1)

係数 αはシステム基盤の構築効率に相当する．組織に属

する開発要員の能力や，開発対象基盤の難易度に依存し，

この値が小さいほど，システム基盤構築に要する工数が小

さくなる．係数 β は規模の増加が工数に与える影響の大

きさを表す．β = 1.0であれば，規模と工数との関係は線

形となり，規模の増加が工数に与える影響は一定である．

β < 1.0であれば，規模の増加に比べ工数は緩やかに増加

し，β > 1.0であれば，規模の増加に比べ工数が急激に増

加する．

パラメータ決定では，回帰モデルで算出した予測工数と

各プロジェクトの実績工数から，式 (2)で相対誤差（MRE:

Magnitude of Relative Error）を算出し，全プロジェクト

の中央値（MdMRE: Median of MRE），MRE 0.25以下で

見積もれたプロジェクトの割合（Pred25）を基準とした．

MREの値域は [0.00,∞)であり値が小さいほど精度が高い

ことを，Pred25の値域は [0.00, 1.00]で値が大きいほど精

度が高いことを表す．

MRE =
|実績工数−予測工数 |

実績工数
(2)

また，各パラメータの分散拡大要因（VIF: Variance In-

flation Factor）を算出し，作成したモデルに多重共線性が

発生していないことを確認した．多重共線性はモデルのパ

ラメータどうしが強く相関している状態であり，見積り精

度を大きく低下させる過適合の原因となる．VIFの値域は

[0.00,∞)であり，5を超える場合は多重共線性が発生して

いる可能性が高い [8]．

まず規模パラメータの候補（表 2 の項番 1～8）各々につ

いて式 (1)の第 2項，補正パラメータを除く単回帰モデル

を作成し，精度が最も高くなる規模パラメータを選択した．

次に，決定した規模パラメータの候補と補正パラメータの

候補（表 2 の項番 9～20）について式 (1)の重回帰モデル
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表 2 選定された収集データ項目

Table 2 Selected data items for data collection.

を作成し，精度が最も高くなる補正パラメータを選択した．

2008 年度に作成したモデルを式 (3) に示す．規模パラ

メータとして論理サーバ台数（表 2 の項番 1），補正パラ

メータとして構築対象アーキテクチャの経験有無（表 2 の

項番 20）を選択した．式中，α，β，経験有無は係数を表

す．機密情報のため α は非公開とし，他の係数，および

各係数の VIFを表 3 に示す．作成したモデルのMdMRE

は 0.31，Pred25は 40%であった．VIFはいずれも 1.00で

あり，多重共線性発生の可能性は低いと考えられる．な

お，アーキテクチャ経験有の場合に係数が 1.0となるよう

ダミー変数化したため，VIFは算出していない．

工数= α×論理サーバ台数β×アーキテクチャ経験 (3)

表 3 見積りモデルの係数

Table 3 Coefficients of effort estimation model.
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表 4 適用可能プロジェクトとプロジェクトデータ件数

Table 4 Applicable projects and # of projects in the data.

(4) モデル利用マニュアル作成・配布

作成した見積りモデルについて，モデルの利用方法，意

味，作成方法や分析結果をモデル利用マニュアルとして文

書化して配布した．データ収集に協力してくれた 2つの部

署 10のプロジェクトに電子メール送付するとともに，当

該部署の幹部と管理職に説明会を実施した．

(5) 試行適用と実務者ヒアリング

データ収集に協力してくれた部署の実務者 5名に作成し

たモデルを試行的に利用してもらい，ヒアリングでモデル

の改善方法と普及展開方法を検討した．モデルのさらなる

改善や，継続的な改善の必要性を示唆する意見も多かった

が，それらも含め，取り組みについて肯定的な意見が大半

であった．得たフィードバックの詳細は 5.3節に示す．

(6) 対象プロジェクトの見直し

データの分析結果および実務者から得たフィードバック

に基づき，想定する見積り対象を見直した．より多くのプ

ロジェクトに利用してもらえるよう，表 4 のように，見直

した結果を「適用可能プロジェクト」として見積りモデル

のマニュアルに明記した．

(7) データ項目の見直しと追加収集

表 2 に示すデータ項目を，見積り精度への寄与，利用時

の入力のしやすさなどに基づいて見直した．有識者との議

論に基づき，Putnamモデル [31]にならい，基盤構築期間

を追加収集することとした．また，2008年度当初は表 2 の

項番 9～19の項目で基盤構築の難易度を収集していたが，

項目どうしの相関が高く，多重共線性の原因となるため，

非機能要求グレード [12]という 1つの項目に統合して次の

3段階で収集した．

•低：システムトラブルの影響が特定の組織や企業内に閉
じており，社会や業界まで広がる可能性が低いシステム．

公共，法人分野の非基幹系システムを想定．

•中：システムトラブルの影響が社会，または特定業界の
一部に広がり，悪影響を及ぼすシステム．地方自治体の

システムや公共法人分野の基幹システムを想定．

•高：システムトラブルが社会または特定業界全体に甚大
な悪影響を及ぼすシステム．金融分野のミッションクリ

ティカルシステムや公共分野の中央省庁システムを想定．

これらのデータ項目を，年間 5～10件程度のプロジェク

トについて継続的にヒアリングで収集した．表 4 に示すよ

うに，2008年当初 2つの部署のプロジェクト 10件であっ

たデータは，2012年度には 20の部署のプロジェクト 43件

に増加した．

(8) パラメータ見直し，モデル改善

データの収集状況，有識者や利用者との議論に基づき，

パラメータを見直し，モデルを修正した．2009～2011年度

に収集したデータを追加して修正したモデルを式 (4)，さ

らに 2012年度に収集したデータを追加して修正したモデ

ルを式 (5)に示す．

工数= α×論理サーバ台数β×非機能要求グレード (4)

工数= α×論理サーバ台数β×非機能要求グレード
×開発期間γ

(5)

式 (4)，(5)では，主観的に判断される「アーキテクチャ

経験」より，客観的に判断できるパラメータの方が，利用し

やすいという利用者の意見を受け，補正パラメータを「非

機能要求グレード」に変更した．「類似アーキテクチャの

構築経験有識者が体制にいるか否か」について，開発要員

のうち何人がどの程度の経験があれば「有識者がいる」と

するかの判断が，判断する者の主観で変わりやすいため，

使いにくいという意見が利用者からあがった．見積りモデ

ルの利用者増加にともない，この問題の悪影響が大きくな

ることが予想されたため，より客観的に判断が可能な非機

能要求グレードにパラメータを変更した．また，式 (5)で

はさらに「開発期間」を追加した．

機密情報のため αは非公開とし，他の係数，および各係数

の VIFを表 3 に示す．2009～2011年度モデルのMdMRE

は 0.46，Pred25は 33%であった．また，2012年度モデル

のMdMREは 0.34，Pred25は 44%であった．VIFは最大

でも 1.56であり，多重共線性発生の可能性は低いと考えら

れる．なお，非機能要求グレード低の場合に係数が 1.0と

なるようダミー変数化したため，VIFは算出していない．

(9) Webアプリケーション開発・保守

2009年度に見積りモデルを組み込んだWebアプリケー

ションを開発した．アプリケーションの見積り結果表示画

面例を図 3 に示す．横軸に論理サーバ台数（台），縦軸に

基盤構築工数（人月）をとる散布図上に，入力パラメータ

に対する見積り結果と見積り結果の 95%信頼区間を折れ線

グラフで表示する．また，実施予定プロジェクトの計画工

数と，モデル作成に利用した過去プロジェクトを異なる色

でプロット表示し，プロットにマウスポインタを重ねると

図 3 のような情報を表示する．ユーザはプロジェクトの計

画工数を，見積り結果を表す折れ線グラフや過去プロジェ

クトと比較することでその妥当性を検証できる．
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※図中，縦軸の工数は機密情報のため，モザイク化した．

図 3 Web アプリケーションの見積り結果表示画面例

Fig. 3 An estimation result displayed on the Web application.

表 5 検証に利用したデータ

Table 5 Data used for the evaluation.

(10) 普及展開と実務者ヒアリング

実施した普及展開活動の頻度とユーザ数の増加を表 6 に

示す．2008～2009年度当初は，主に数人の実務者や開発

チームに対する個別説明，または部署の管理職や課長代理

層十数名に対する説明会による普及展開を実施した．2010

年度からは，より大人数にアピールできる社内セミナや社

内展示会を企画・実施した．2012年度にはWebサイトに

表 6 実施した普及展開とユーザ数の増加

Table 6 Implemented promotions and growth number of users.

読み物記事を掲載し，その読み物記事や公開しているWeb

アプリケーションへの誘導記事を社内のポータルサイトに

掲載することで，ユーザ数の大幅増加に成功した．2008年

度 5名だったモデルの年間利用者数は，2012年度には合計

479名まで増加した．

普及展開の過程で実務者に見積りモデルやWebアプリ

ケーションについてヒアリングを行い，適宜フィードバッ

クを収集した．収集したフィードバックに基づいて，取

り組みや普及展開の方針を決定・変更するとともに，継続

的にWebアプリケーションを改善した．Webアプリケー

ションに大きな機能追加を行った場合は，社内広報システ

ムを通じて国内全グループ会社に周知し，新規ユーザへの

宣伝活動を兼ねてバージョンアップを通知した．実務者か

ら収集したフィードバックの詳細を 5.3節に，バージョン

アップとバージョンアップ周知の頻度を表 6 に示す．社

内セミナや読み物記事の掲載に加え，これらの社内周知も

ユーザ数の向上に寄与したと考えられる．

実務者ヒアリングにおいて，複数の実務者から得られた

典型的なフィードバックを次に示す．

• FP法 [1]などアプリケーション開発の見積り方法は多

く存在するが，基盤側の見積り方法は存在しないため

有用である．

• 基盤構築工数の妥当性を顧客に説明する際に利用で
きた．

• 作業を積み上げて見積もった工数と，モデルの見積り
が大きく違わないことに驚いた．見積りの妥当性検証

に利用できた．

• 設計共通化や再利用による工数削減（生産性向上）効
果を，モデルの見積り結果と比較することで検証で

きた．

• 論理サーバ台数だけでなく，他の構成要素（ネット
ワークスイッチ数など）も考慮すれば精度が向上する

と考える．

• 基盤の仮想化，再利用，自動化ツール利用により，基
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盤構築の生産性が近年大きく向上している．データ収

集と再分析を継続実施し，モデル改善を続けて欲しい．

4. 見積りモデルの精度変化の検証

4.1 概要

取り組みによる見積りモデルの精度変化について検証す

るため，モデル作成に利用した表 5のデータを分析し，デー

タおよびモデルパラメータを 2008年度，2009～2011年度，

2012年度の状況に各々変更してMdMREと Pred25を計

算した．データについては，表 5 に示すとおり各年度でモ

デル作成に利用した 10件，33件，43件を学習データおよ

びテストデータとした．年度ごとに別プロジェクトを選定

してデータとしたわけではなく，年度ごとに逐次累積的に

追加収集したデータであり，後の年度はそれ以前の年度の

データを含んでいる．モデルパラメータは各年度に応じて

式 (3)～(5)のように変更した．データ追加収集による精度

の変化と，パラメータ見直しによる精度変化を評価するた

め，表 7，表 8 に示すようにパラメータを固定してデータ

を変化させた場合，データを固定してパラメータを変化さ

せた場合，データとパラメータいずれをも変化させた場合

とで計 9回MdMREと Pred25を算出して比較した．

表 7 精度変化の検証結果（MdMRE）

Table 7 Evaluation result of accuracy changes with MdMRE.

※各セルの値の左，上，左上に記述した ( ) 内に，左，上，左上の各
セルの値との差の検定結果（p値）を示す．p <= 0.10の場合，危険率
10%で有意差があると判断し，p 値を下線で強調する．

表 8 精度変化の検証結果（Pred25）

Table 8 Evaluation result of accuracy changes with Pred25.

※各セルの値の左，上，左上に記述した ( ) 内に，左，上，左上の各
セルの値との差の検定結果（p値）を示す．p <= 0.10の場合，危険率
10%で有意差があると判断し，p 値を下線で強調する．

4.2 データ追加収集による精度変化

データ追加収集による精度変化を表 7，表 8 の列方向

に示す．モデルパラメータを固定し，データを変化させ

た場合の精度変化を，左から右へ古い年度から順に記す．

各年度の値について，MdMREではWilcoxonの順位和検

定 [27]，Pred25では Fisherの正確確率検定 [27]で前年度

の値との差を検定した．各セルの値の左側に記す ( )内に，

直左のセルに記す前年度の値との差の検定結果（p値）を

示す．p <= 0.10の場合，危険率 10%で有意差があると判断

し，p値を下線で強調する．

たとえば，表 7 の最上行中央列のセルは，2009～2011年

度のデータ 33件を分析し，2008年度のモデルパラメータ

で式 (3)の重回帰モデルを作成した結果である．0.57は，

33件のプロジェクトについて算出した MdMREである．

当該セルの値の左に記す (0.08)は，2008年度のデータ 10

件を分析した場合の MdMRE 0.31 との差の検定結果（p

値）である．ここでは，p <= 0.10であり，危険率 10%で有

意差があると判断できるため，0.08を下線で強調している．

検証の結果，モデルパラメータを 2008年度に固定した

場合，2009～2011 年度の大幅なデータ増加で MdMRE，

Pred25ともに精度が大きく悪化した（MdMREは統計的

有意差も観察できた）．この理由として，2009～2011年度

の追加収集データに，2008年度より多様なプロジェクト

が含まれたことが考えられる．表 5 に示すように，2009～

2011年度のデータは 2008年度に比べて基盤構築工数と論

理サーバ台数の最大値と変動係数が大きく増加している．

これにより，3章 (6)で説明したように適用可能プロジェ

クトを拡大できた一方，モデルパラメータを見直さなけれ

ば，精度が大きく悪化してしまったと考えられる．

2012年度のデータ追加収集は，2009～2011年度ほど大

きな精度の変化はなく，MdMRE，Pred25ともに統計的有

意差は観察できなかった．表 5 に示すように，基盤構築工

数，論理サーバ台数，基盤構築期間いずれも最大値や変動

係数に前年度からの大きな変化はない．2012年度は，デー

タが 10件程度増加したが，データに含まれるプロジェク

トの多様性は大きく変化しなかったと考えられる．

4.3 パラメータ見直しによる精度変化

パラメータ見直しによる精度変化を表 7，表 8 の行方向

に示す．学習データおよびテストデータを固定し，モデル

パラメータを変化させた場合の精度変化を，上から下へ古

い年度から順に記述する．各年度の値について，MdMRE

ではWilcoxonの符号順位検定 [27]，Pred25では Fisherの

正確確率検定 [27]で前年度の値との差を検定した．各セル

の値の上に記す ( )内に，直上のセルに記す前年度の値と

の差の検定結果（p値）を示す．p <= 0.10の場合，危険率

10%で有意差があると判断し，p値を下線で強調する．

検証の結果，データを固定した場合，すべての年度の

c© 2015 Information Processing Society of Japan 644



情報処理学会論文誌 Vol.56 No.2 637–648 (Feb. 2015)

データにおいて，多くの場合にMdMRE，Pred25ともに

精度が改善した．特に，2009～2011年度から 2012年度の

パラメータに変更した場合にはMdMREで統計的有意差

も観察できた．2008年度から 2009～2011年度のパラメー

タ変更（式 (3)から式 (4)）では，2値のカテゴリ変数であ

るアーキテクチャ経験有無から，3値の非機能要求グレー

ドに変更している．さらに，2012年度のパラメータ変更

（式 (4)から式 (5)）では比率尺度の開発期間を追加してい

る．モデルが含む情報量の増加に従って精度が改善し，ま

た 3章 (8)で説明した多重共線性の発生もない．パラメー

タを適宜妥当に見直すことで，継続的に精度を改善できた

と考える．

4.4 データ追加収集とパラメータ見直しによる精度変化

データ追加収集とパラメータ見直しによる精度変化を

表 7，表 8の斜め方向に示す．学習データおよびテストデー

タとモデルパラメータの両方を変化させた場合の精度変化

を，左上から右下へ古い年度から順に記述する．各年度の

値について，MdMRE ではWilcoxon の順位和検定 [27]，

Pred25では Fisherの正確確率検定 [27]で前年度の値との

差を検定した．各セルの値の左上に記す ( )内に，直左上

のセルに記す前年度の値との差の検定結果（p値）を示す．

p <= 0.10の場合，危険率 10%で有意差があると判断し，p

値を下線で強調する．

検証の結果，統計的に有意差は観察できなかったが，

2009～2011年度はMdMRE，Pred25ともに精度が悪化し，

2012年度は改善した．この理由として，表 5 に示すよう

に，2009～2011年度のデータは 2008年度に比べて最大値

や変動係数が大きく増加したが，モデルパラメータは式

(3)から式 (4)のように実質的にはダミー変数を 1つ追加

しただけであったことがあげられる．データに含まれるプ

ロジェクトの多様性増大に対して，重回帰モデルの見積り

精度改善が小さかったため，2009～2011年度は精度が低下

したと考えられる．一方，2012年度のデータは表 5 に示

すように，見積り対象の工数やパラメータの最大値や変動

係数の増加はほぼなかったのに対し，式 (5)のように比率

尺度のパラメータを追加したため，精度が改善したと考え

られる．

5. 考察

5.1 既存研究との見積り精度比較による実用性

見積りモデルおよびツールの実用性を考察するため，既

存研究で報告された精度との比較結果を表 9 に示す．表

中，最上行から下へ順に，当取り組みにおける各年度のモ

デル，2.2 節で紹介した金子ら [21] と Valerdi [37] のモデ

ル，2.1節で紹介したMoløkkenら [26]の調査で対象とさ

れた文献 [2], [18], [30], [35]で報告された精度をデータ件

数とともに示す．なお，2.2節で紹介した小澤 [29]の研究

表 9 既存研究との見積り精度の比較

Table 9 Comparison of estimation accuracy with past

researches.

やMoløkkenらの調査における他の研究では，精度が報告

されていないため比較できなかった．

比較の結果，2012年度に見積りモデルを実用に耐えうる

精度に改善できたと考えられる．表 9 に示す文献の多く

では，MREの中央値または平均値は 0.33～0.34であり，

Pred25は 20～27%であった．当取り組みのモデルは 2012

年度にある程度のデータ件数によって統計的妥当性を担

保したうえで，これと同程度の精度を達成できた．金子ら

の研究と比べると精度が低く見えるが，金子らの研究では

データ件数が非常に少なく，過適合の発生など統計モデル

としての妥当性には疑問がある．一方，当取り組みでは，

2012年度には，統計モデルとしての妥当性を十分担保でき

るデータ件数を確保できている．

5.2 見積り誤りが大きかったプロジェクトとその原因

2012年度には全体として実用に耐えうる精度を達成で

きた一方，他と比べて見積り誤りが大きかったプロジェク

トも少数ではあるが存在した．同一構成の基盤を，多数の

システム稼働拠点に複製構築する場合に，本稿の見積りモ

デルはやや過大見積りとなった．基盤の設計や構築手順を

再利用できるため，論理サーバ台数 1台あたりの設計，構

築，テスト工数が他より小さかったためであると考えられ

る．また，システムがデータをやり取りする外部接続シス

テムが多い場合に，本稿の見積りモデルはやや過小見積り

となった．論理サーバ台数 1台あたりの工数，並びに，各

外部接続システムとの連携確認テストの工数が大きかった

ためであると考えられる．

5.3 利用者数の増加と利用者からのフィードバック

表 6 に示すように，2012年度までは毎年前年度の約 2

倍程度まで利用者は順調に増加し，3章 (10)で示したと

おり，取り組みに対して肯定的な意見が大半であった．特
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に，基盤構築に関わる実務者からは，取り組みへの肯定

的な意見が多かった．分析データの収集についても，多

くのプロジェクトが協力的であり，取り組みの継続実施

を求める意見が大半であった．理由として，アプリケー

ション開発の見積りについては多くの研究が実施されてい

る [1], [3], [4], [7], [17], [31], [33], [39]のに対し，基盤構築

の見積りについては研究が少なく，実務者が自身の見積り

の妥当性を検証することが難しい実態があると考えられ

る．2.2節でも紹介したとおり，業務の一環として基盤構

築を行う企業で研究が行われているものの [21], [22], [29]，

アプリケーション開発の見積りと比較すると，取り組みの

規模や数が十分であるとはいいにくい．ニーズを抱える企

業側でも取り組みを継続するとともに，大学や研究機関で

の研究推進も必要であると考えられる．

6. おわりに

本稿では，見積りモデルを企業のシステム開発実務で利

用している事例として，NTTデータにおける基盤構築工数

見積りモデルの継続的改善と普及展開について報告した．

2008～2012年度の取り組みを紹介し，取り組みによる精度

の改善について実プロジェクトのデータを利用して検証し

た．また，モデルの精度を既存研究と比較して実用性を考

察し，実務者から得たフィードバックを紹介した．

2014年度現在，本稿で報告した基盤構築工数見積りモデ

ルに加えてアプリケーション開発工数見積りモデルを作成

し，両者を 1つのWebアプリケーションに組み込んで国

内の全グループ会社にサービス提供している．全グループ

会社の社員は誰でも当該サービスを利用可能であり，大幅

な見積り誤りがないかの検証や，生産性向上効果の検証に

利用されている．また，見積り誤りに起因する問題化プロ

ジェクト発生防止のための第 3者見積り審査への応用も検

討されている．

今後の課題として，SAPなどのパッケージ製品を利用し

た開発，Hadoopなどを利用する大規模クラスタ基盤，仮想

化技術を利用するクラウド基盤など，技術的に多様化する

基盤構築方法に対応するため，それらの構築プロジェクト

からデータを収集し，モデルを改善すること．また，国内だ

けでなく海外グループ会社からもデータを収集し，適用可

能プロジェクトの拡大に応じてモデルパラメータを継続的

に見直すとともに，開発したWebアプリケーションのサー

ビスを長期的な戦略の下に改善していくことがあげられる．

謝辞 本研究の実施にあたり，実績データ収集のための

アンケートにご協力いただいたプロジェクトの皆様に深く

感謝する．
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